













































































る、いわゆるユニオン・ショップの規定である（§2, Eleventh of the Railway Labor 
Act, as amended, 64 Stat. 1238, 45 U.S.C. §152, Eleventh）。これによると、被用者は







代表しなければならないことを確認したのが、スチール事件（1944年） （Steele v. 
Louisville & N.R. Co., 323 U.S. 192 （1944））である。
1 ．統一労組による全労組員の代表
　Steele v. Louisville & N.R. Co., 323 U.S. 192 （1944）
　事実の概要
　上告人は、鉄道会社に雇用されている、黒人の機関車火夫であり、自身と同
僚の黒人火夫のために訴えを提起した。被上告人は、連邦鉄道労働法 2 条 4 項
に基づき、鉄道会社に雇用されている火夫を構成員とする統一労組である。鉄





































（Railway Employeesʼ Depʼt v. Hanson, 351 U.S. 225 （1956））である。
2 ．統一労組と産業界の平穏










































の資格取得のための条件を会費の支払いのみとしている。see id. at 238。すな
わち「団体交渉の代表者の活動によって利益を得るすべての者に対して、団体
交渉の代表者を経済的にサポートさせようとすることは、通商条項の下での連








の権利」「修正 1 条」に違反しないとした（ 7 ）。州際通商に関する議会の広範な
規制権限を前提に、目的と手段との間の関連性の有無を判断する、緩やかな審
査が連邦鉄道労働法に対して行われたといえよう。








































範囲が問題になったのが、アレン事件（1963年）（Brotherhood of R. & S.S. v. Allen, 
373 U.S. 113（1963））である。
4 ．労組活動に反対の意思の表明










































の場合について検討を加えたのが、アブード事件（1977年） （Abood v. Detroit Bd. 






























































































































とが可能な活動として、次の 6 つが挙げられていた。① 4 年ごとに開催され

















































































































































る。すなわち 1 ．団体交渉活動に密接に関連している、 2 ．労働環境の平穏およ
び労組がもたらすサービスに対して、費用負担することなく利益を受ける、フ
リーライドの防止は、政府の極めて重大な政策上の利益である、 3 ．ユニオ
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とらえ方を再考するものである（20）。


























































































































































































































































































































































事件（1961年） （Lathrop v. Donohue, 367 U.S. 820 （1961））では、ウィスコンシン州の強制
加入の弁護士会と会費を納付した弁護士が対立し、弁護士会が弁護士の意に反する活動








をはるかに凌駕している、とする（see id. at 844⊖45）。もっとも「ある立法に弁護士が反
対しているにもかかわらず、弁護士会がこれを無視してその立法を支持することは、強
制加入の弁護士会の権限行使として、正当な機能を果たしているとはいえない」との批
































る構成員の思想・信条の自由のめぐる司法消極主義と積極主義（ 1 ）～（ 3 ）完　南山









































L. Fisk & Erwin Chemerinsky, Political Speech and Association Rights after Knox v. Seiu, Local 








ある。See William B. Gould IV, Organized Labor, the Supreme Court, and Harris v. Quinn: Déjà 
Vu All Over Again?, 2014 SUP. CT. REV. 133, 136 （2014） ［hereinafter Gould］. ところで、鉄道
会社に関しては、1951年に RLA が改正されるまでは、オープン・ショップ――組合の
メンバーになることも、会費の納付も強制されない――であったが、ハンソン事件








かったので、修正 1 条違反は認定されなかったとする。See Benjamin I. Sachs, Agency 
Fees and the First Amendment, 131 HARV. L. REV. 1046, 1052 （2018） ［hereinafter Sachs］.








た。 See Aaron Tang, Public Sector Unions, the First Amendment, and the Costs of Collective 
Bargaining, 91 N.Y.U.L.REV. 144, 170 （2016） ［hereinafter Tang］.
（ 9 ）　会費等の徴収・支出に関して、被用者は、政治目的での労組の活動に反対である場合
には、積極的にその意思を示す必要があるとの考え方が問題となった事件がある。
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ている。See Catherine L. Fisk & Margaux Poueymirou, Harris v. Quinn and the Contradictions 
of Compelled Speech, 48 LOY. L. A. L. REV. 439, 452⊖53 （2014） ［hereinafter Fisk & 
Poueymirou］.






可能性が高いことを懸念しなければならない。See Tang supra note （8）, at 167⊖68.
（14）　この点についてグールドは、アブード事件（1977年）で予想できなかった問題は、会
費等のどの部分が、団体交渉に近似した活動として徴収可能であるのか、であるとする
（see Gould supra note （6）, at149）。また、サックスは、アブード事件（1977年）の考え方
が約40年間にわたり法と考えられてきたが、この間にも最高裁は会費等に含めることが
可能な支出とそうでないものとの区別をつけようとして、基本的な憲法判断をチューニ















































担を及ぼしている。See Lehnert v. Ferris Faculty Assʼn, 500 U.S. 507, 527⊖32 （1991）.











る。See William Baude & Eugene Volokh, The Supreme Court 2017 Term: Comment : Compelled 
































料金は、様々な言論及び活動のために用いられている。See Fisk & Poueymirour, supra 




い以外は相対的にわずかである。See Harris v. Quinn, 134 S. Ct. 2618, 2624⊖25 （2014）. な
お、この事件について、従前からの判決の流れをふまえて紹介・検討するものとして、
橋本基弘「組合費の強制徴収と結社の自由 Harris v. Pat Quimm, 134 S.ct. 2618 （2014）」英























けているとしても…先例においては、厳密な審査 exacting scrutiny と呼ばれる審査基準が
適用された。すなわち、商業分野以外であれば適用されると考えられている厳格審査








かな審査基準を用いてすら、支持され得ないからである」。Janus v. AFSCME, COUNCIL 






正 1 条違反の問題が提起されることがある。サウスワース事件（2000年）（Bd. of 






















た、費用負担の強制が、強制言論であるということにはならないとする。See Baude & 
Volokh, supra note （18）, at 191. 更に、大学によるカリキュラムの選択は、一種の政府言論
であるが、大学への資金援助となるからといって、これに反対であれば、納税の義務を
免除されるとの憲法上の権利を有しないとする。See id. at 195.
（29）　会費等の強制を強制言論ととらえ、厳格な審査が必要とする考え方に疑問を呈する考













黙の強制とを区別することは憲法上意味がない」。Janus, 201 L. Ed. 2d at 973.
（31）　シフリンは、バーネット事件（West virginia State Board of Education v. Barnette, 319 U. S. 




しようということである。See Seana Valentine shiffrin, What is Really Wrong with Compelled 






















たのであり、このことはピカリング事件（1968年）の下でも同様である」。Janus, 201 L. 





















に会費等を用いても、それほど重要な修正 1 条の問題を提起しない」とする。Id. at 974.
（38）　ケイガン反対意見が理解する、多数意見の立場は以下のとおりである。「多数意見は、
公務員の言論規制に対して通常用いられる、ピカリング事件（1977年）の敬譲アプロー








Valentine, supra note （31）, at 853.
 ―みやはら　ひとし・東洋大学法学部教授―
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